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「持続可能性チェックリスト」を用いた集落点検
～山形県朝日町上郷地区での試行～

法政大学地域研究センター　白井 信雄

要旨
　地域の持続可能性を測るチェックリストを用いて、山
形県朝日町の上郷地区内 4 地区において、住民による地
域診断を行った。チェックリストは、地域の持続可能性
を測る 45 項目について、5 段階の連続尺度で回答するも
のであり、住民の回答を 15 の評価項目毎に集計すること
で、地域診断が可能なように開発された。
　地域診断の結果は 3 点に要約される。第 1 に、4 地区
の全体的な傾向として、各評価項目の現状は十分ではな
く、ここ 10 年間で劣化していると認識されている。そし
て、全ての評価項目で、今後 10 年間の整備意向が強く
なっている。
　第 2 に、朝日町全体の中心に近い地区に比べ、朝日町

全体の中心地区との遠隔性が強い地区では、評価項目の
得点が低く、相対的に定住志向や満足度が低い。ただし、
地区をあげた祭りが活発な地区でもあり、文化・伝統の
側面の得点が高いという他地区にない特長を持つ。
　第 3 に、地域への定住志向や地域の満足度を規定する
要因を分析すると、自然とのふれあいの説明力が高い。
現在の居住者は現在の地区の長所を肯定的に捉えている。
　以上、上郷地区内の 4 地区では、総じて集落機能の低
下傾向にあるが、地区毎の機能分担や地区毎の特徴を踏
まえた集落整備を行うことが望まれる。

キーワード：	地域の持続可能性のチェックリスト、朝
日町、住民の定住志向
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Abstract

　A	trial	 study	of	 “Checklists	 for	Sustainability”	
was	conducted	in	four	districts	of	Kamigo,	Asahi,	
Yamagata.	 The	 checklist	 was	 developed	 for	
community	 assessment	 and	planning.	 It	has	 45	
items	that	consist	of	15	domains,	three	per	domain.	
The	results	are	as	follows.
(1)	In	the	four	districts,	a	common	result	was	that	

evaluation	 is	 insufficient	 and	 deteriorating.	
Residents	desire	development.

(2)	The	evaluation	indicated	that	districts	far	from	
the	center	of	the	town	of	Asahi	exhibit	less	of	a	
trend	toward	stable	settlement	and	satisfaction	
than	do	other	districts.	However,	such	districts	
have	 the	 advantage	 that	 their	 traditional	
festivals	are	prosperous.

(3)	The	 level	 of	 contact	with	 nature	 explains	
factors	 in	 trends	 toward	 stable	 settlement	
and	 satisfaction	 in	 the	districts.	The	current	
residents	 have	 positive	 feelings	 toward	 the	
advantages	of	their	districts.

　In	the	four	districts	of	Kamigo,	district	activities	
have	declined.	Districts	must	 be	 developed	 in	
consideration	 of	 functions	 that	 can	 be	 shared	
and	features	that	can	be	utilized.	This	trial	study	
confirmed	that	 “Checklists	 for	Sustainability”	can	
be	used	for	community	diagnosis.

Keyword: the Community sustainability check 
list, the town of Asahi, trend towards 
stable settlement
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はじめに

　少子高齢化、安定成長時代にあって、集落の維持・継
承が目に見えて深刻な課題となっている。しかし、集落
といっても一様ではなく、地域条件や地域の施策の違い
によって、集落の置かれている状況及び集落がとるべき
選択も異なる。集落の将来は外部評価によって専門家が
決めるものではなく、集落の住民及び関係者の合議と主
体的な判断によって決定されるべきものである。集落の
今後を考えるためには、集落の特徴や課題等を地域住民
が共有し、地域住民が動き出す仕掛けが重要であり、そ
の手始めとなるのが地域診断である。
　地域診断を行う際のツールとして、総務省（2002）	
による地区力点検チェックリスト、過疎問題懇談会

（2008）	による集落点検チェックシート等が開発されて
きた。これらは定量データを中心として、集落の状況を
把握するものである。しかし、集落単位の定量データを
整備するためには多くの労力が必要となり、加速度的に
衰退している集落の状況を継続的に把握する際、機動性
に課題がある。
　そこで、白井ら（2013）	は、地域の持続可能性を測る
チェックリスト（以下、“ 地域の持続可能性チェックリ
スト ” と表記）を、森田ら（1992）、Ecovillage	Network	
of	 the	Americas（1995）、中口（2011）、倉阪（2012）、
国立環境研究所（2009）等の研究等を踏まえて作成した

（表 1）。このチェックリストは、地域の持続可能性を測
る 45 項目について、5 段階の連続尺度で回答するもので
あり、住民の回答を 15 の評価項目毎に集計することで、
地域の診断が可能なように開発された（注１）。このチェッ
クリストを用いた地域診断と住民ワークショップが静岡
県浜松市の山間 2 集落で試行され、チェックリストの有
用性が検証されている（白井（2014））。
　しかし、浜松市の山間 2 集落の試行では、回収サンプ
ル数が少なく統計的な分析ができていない。本研究は、
地域の持続可能性チェックリストを用いた別の試行を行
い、地域の持続可能性チェックリストを用いた統計分析
を実施可能であること、その結果を基にした検討が有用
であることを検証する。

１．研究の方法

（1）研究の目的
　地域の持続可能チェックリストを用いて、地域の特性
や地域づくりに関する住民意識に関する統計分析、及び
地域診断の集計結果を踏まえた住民ワークショップを行
い、地域の持続可能な地域づくりのあり方に関する知見

を得る。こうした一連の結果が、地域の課題や今後を検
討する上で有用であることを示すことで、地域づくりの
ツールとしての地域の持続可能性チェックリストの有用
性を確認する。

（2）研究の方法
　山形県朝日町の上郷地区に、①地域の持続可能性
チェックリストを用いた地域診断（表 -2）、②①の地域
診断の集計結果を基にした住民ワークショップ（表 -3）
を行った。本研究においては、地域診断は、地域の持続
可能性チェックリストの集計と住民ワークショップによ
る意見交換をセットとしたものと考えており、この 2 つ
の結果をもとに、対象地域に係る知見を整理する。
　前述の浜松市の山村 2 集落でも同様の手順で、チェッ
クリストを用いた試行を行っているが、同試行と本研究
で実施した試行は、4 つの点で異なる。
　第 1 に、朝日町の試行では区長を通じて全世帯配布を
行ったが、浜松では集落での活動を行う NPO から回答
可能性がある住民リストを紹介してもらい、郵送により
調査を行った。このため、朝日町の方が回収率の高いサ
ンプルとなっている。
　第 2 に、浜松市での地域診断は「ここ 10 年間の変化

（以下、変化と表記）」についてのみ回答を得たが、朝日
町では「現在の状況（以下、現在と表記）」と「今後 10
年間に実施したいこと（以下、今後と表記）」について
も回答を得た。
　第 3 に、本研究では、浜松市の試行ではサンプルの制
約から実施しなかった地域診断結果の統計分析を行う。
統計分析では、4 地区の特徴を明らかにするための地区
間の差の有意性の検定（ｔ検定）、4 地区の定住志向ある
いは満足度を規定する評価項目の分析（重回帰分析）を
行った。
　第 4 に、浜松市の試行ではグループに分かれて、意見
を出し合い、発表まで行うことができたが、朝日町では
夜間の短時間開催となり、地域診断結果への意見交換
に留まった。朝日町の試行は、ワークショップよりも
チェックリストを用いた地域診断に力点がある。

（3）上郷地区の位置及び人口特性
　調査対象とした上郷地区は、朝日町の中心部から国道
287 を南下した最上川沿いに位置する。中心部に遠い順
に、杉山、松原、宇津野、大滝の集落がある。松原と宇
津野はほぼ連続した集落をなし、上郷地区の中心である
のに対し、杉山と大滝は同中心とは離れて立地する。
　2012 年 8 月 1 日の住民基本台帳によれば、上郷地区全
体の住民数は423人、65歳以上人口比率は36％を超える。
2000 年と比較すると人口は 35％減、世帯数は 17％減と、
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表 -1　地域の持続可能性のチェックリスト
15 の評価項目 45 のチェックリスト

社会 地域社会 ・地域の人口が安定している、あるいは増えている
・若い人が地域に住み続けている
・地域住民が地域の未来のことを検討している・話し合っている

文化・伝統 ・地域内の文化を継承する後継者がいる
・地域内の伝統的な祭りや伝統文化、伝統工芸等を継承する団体等が活発である
・地域の文化活動に住民の多くが参加している

福祉・安全安心 ・子供を安心して育てることができる施設や制度が充実している
・高齢者や障がい者等の弱者が安心して暮らせる施設や制度が充実している
・高齢者や障がい者等の弱者が生きがいを持っている

経済 地域経済 ・地域産業の後継者が育っている
・地域内の経営者に事業意欲がある
・地域内の産業同士の連携や交流が活発である

地域交通 ・鉄道、バス等の公共交通が整備され、支障なく公共交通を利用できる
・鉄道、バス等の公共交通の経営が順調であり、経営破たんの恐れがない
・鉄道やバスの利用が活発である。

地域財政 ・地域行政の支出が健全で、効率的に使われている
・地域行政の財源が十分に確保されている
・地域行政が黒字であり、財政破たんの恐れがない

環境 生活環境 ・工場や家庭の排水等による汚染がなく、地域の川や湖沼が清浄に保たれている
・工場排煙や自動車の排気ガスによる汚染がなく、大気が清浄に保たれている
・有害な化学物質等目に見えない汚染への対策がとられている

自然生態系 ・絶滅のおそれがある生物種が少なく、貴重な種類の生物が保護されている
・地域の里山（二次林）が活用されることで保全されている
・地域の生き物を保全する活動が活発に行なわれている

気候変動 ・地球温暖化防止のための地域の行政施策が進められている
・地球温暖化防止のための事業者の取組みが進められている
・地球温暖化の地域への影響について、対策がとられている

社会×経済 教育・就労機会 ・社会人が教育を受けることができる場がある
・女性が結婚しても仕事を続けられる、あるいは子育て後の再就職の場がある
・失業者の再教育や再就労について十分な対策がとられている

企業市民・社会起業 ・地域の問題の解決に貢献する地域住民によるビジネスがある
・地域のＮＰＯが人を雇用している
・新規にビジネスを起こす人が多い、起業家が育っている

経済×環境 農林水産業 ・地域の人工林や里山の手入れがなされ、伐採した木材が利用されている
・地域内の農業や林業、水産業等の担い手が育っている
・農業や林業、水産業等を行うために移住してくる人が多い。

資源・エネルギー ・地域で発生した廃棄物の再資源化や再利用が活発である
・再生可能エネルギーの利用、地域内での省エネルギーが行われている
・電気ガスが停まっても対応できるように、地域資源を使ったエネルギー自給ができている

環境×社会 アメニティ ・地域らしい街並みや地域独自の暮らし方があり、地域全体の調和がある
・地域に住んでいる人が地域に愛着や誇りを持っている
・地域に住んでいる人が地域らしさを自覚し、大切にしている

自然とのふれあい ・地域内に緑や水とふれあえる場所があり、リラックスできる
・地域内で生き物とのつながりを感じることができる
・地域住民が、自然の恵みを味わい、自然とのつながりを楽しんで暮らしている

表 -2　チェックリストによる地域診断の概要
対象 山形県朝日町上郷地区の 20 歳以上の全住民

　合　　計	　		　266 サンプル（回収率 65.0％）
　杉山地区　			　	65 サンプル（回収率 79.2％）
　松原地区　			　	54 サンプル（回収率 56.3％）
　宇津野地区　 　 92 サンプル（回収率 63.0％）
　大滝地区　			　	55 サンプル（回収率	64.7％）

時期 2013 年 3 月 1 日（金）～	2013 年 3 月 17 日（日）
方法 上郷 4 地区の区長を通じた全世帯への配布と回収
調査
項目

１．回答者の基本属性
２．お住まいの地区の評価について
　　・現在の状況　　・ここ 10 年の変化
　　・今後 10 年間に高めるべきこと
３．お住まいの地区への定住志向、満足度

表 -3　地域診断結果の住民ワークショップの概要
対象 山形県朝日町上郷地区の区長及び役員、女性（役員の

血縁や組織を活用して参加を呼びかけ）、若い衆（消
防団を活用して参加を呼びかけ）
　合　　計　　		37 名（男 31 名、女 6 名）
　杉山地区　　　6 名（男 6 名）
　松原地区　　　4 名（男 4 名）
　宇津野地区　		21 名（男 16 名、女 5 名）
　大滝地区　　　6 名（男 5 名、女 1 名）

時期 2013 年 8 月 3 日（土）19：30 ～ 21：00
場所 上郷地区公民館
方法 地域診断結果の報告と意見交換（地区別）
調査
項目

１．地域診断の集計結果の納得度
２．地域診断の結果を踏まえた意見

・お住まいの地区で、今後も大事にしていくべき個
性、伸ばしていくべき特徴

・お住まいの地区で単独で実施すべきこと、他地区
や他地域と連携して実施すべきこと
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人口減少が著しい。産業三部門別就業人口では第 1 次が
31％、第 2 次 33％、第 3 次 36％である。
　地区別の特徴では、人口が 146 名と最も大きい宇津野
で人口減少が相対的に小さく、また他市町村への就業人
口比率が相対的に多い傾向にある。
　松原では宇津野に隣接するものの人口減少率（2000年
と 2012 年の比較）が 40％と著しいことが特徴である。
　4 地区の中では朝日町の中心部に近い大滝では 15％以
上人口比率が 12％と 4 地区の中では高い。人口の減少
率は 33％と松原や杉山よりは低い。
　最も南に位置する杉山では、65 歳以上人口比率が
44％と最も高く、15％未満人口比率が 3％と最も低い。
また、第 1 次産業人口比率が 43％を超えることも特徴
である。人口減少率は 39％である。
　総じて捉えると、上郷地区の中心である相対的に規模
が大きな宇津野や朝日町全体の中心地区に近い大滝に比
べ、朝日町全体の中心地区との遠隔性が強い杉山、松原
の縮小傾向が相対的に顕著である。

２．研究の結果

（1）4 地区の地域診断結果
　15 の評価項目には、3 つのチェックリストが対応する。

3 つのチェックリスト毎の 5 段階の回答に得点を与えて、
その平均点を求めて、評価項目の得点とした。5 段階の
回答への得点の与え方は「そうである」5 点、「どちらか
といえばそうである」4 点、「どちらともいえない」3 点、

「どちらかといえばそうではない」2 点、「そうではない」
1 点である。
　4 地区の評価項目の得点をレーダーチャートに示した
のが図 -1 である。図では、折れ線の形状から、地区の
特徴を俯瞰することができるが、さらに統計的な検証を
行ったのが表 -4 である。分析の要点として、4 点を記す。
　第１に、全体的な傾向としては、「現在」及び「変化」
の多くの評価項目で 3 点を下回る評価である。各地区の
状況は十分ではない、あるいは劣化していると評価され
ている。
　第 2 に、地区毎に全評価項目の得点を求め、それと各
評価項目の得点の差をみた。この分析により、レーダー
チャートの形状の特徴を抽出することができる。この結
果、「現在」と「変化」において、「アメニティ」と「自
然とのふれあい」、「地域交通」の得点が有意に高いこと
が、4地区に共通する。このことは、4地区ともにレーダー
チャートの形状が左上と右下に凸となることを示してい
る。地区別の特徴では、杉山の「現在」において、「文
化・伝統」あるいは「地域産業」の得点が有意に高いこ
と等が特徴的である。
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図 -1　4 地区の地域診断結果
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　第 3 に、地区毎・評価項目毎に、「現在」と「変化」、
「今後」の得点の差を求めてみた。この結果、全地区・
全評価項目に共通して、「現在」と「変化」の得点の有
意差が少ないことが確認できる。ただし、杉山は、「文
化・伝統」、「地域産業」、「地域交通」、「自然とのふれあ
い」の評価項目で、「現在」の得点が「変化」の得点を
有意に上回っていることが他地区にない特徴である。こ
のことは、これらの評価項目での杉山の劣化の傾向が特
に強いことを示している。また、「現在」と「今後」、「変
化」と「今後」の有意差があることも、全地区・全評価
項目に共通する。

　第 4 に、評価項目毎に、当該地区と他地区の得点の差
をみてみた。この分析により、各地区の相対的な特徴
が抽出できる。杉山では、「文化・伝統」の得点が「現
在」と「変化」、「今後」のすべて有意に高いことが特徴
である。松原の「現在」では、「文化・伝統」と「農林
水産業」、「資源・エネルギー」の得点が有意に低い。松
原の「文化・伝統」は「変化」と「今後」についても
得点が低い。宇津野は「アメニティ」の得点が有意に高
い。大滝の特徴は、「福祉・安全」、「農林水産業」、「生
活環境」、「自然生態系」、「気候変動」に対する「変化」
と「今後」の得点が高いことが特徴である。これらは、

表 -4　4 地区の評価項目の得点の検定結果

注 1）A は、当該地区の全評価項目の平均値と当該評価項目の値の差に関するｔ検定の結果。数値は得点差、* は有意水準 5％以上、**
は有意水準 1％以上。（　）は、当該評価項目の値が全評価項目の平均値を下回る場合を示す。

注 2）B は、当該地区の当該評価項目について、現在、変化、あるいは今後の差に関するｔ検定の結果。数値は得点差、* は有意水準 5％
以上、** は有意水準 1％以上。（　）は、例えば「現在－変化」であれば、変化の値が現在より小さいことを示す。

注 3）C は、当該評価項目について、当該地区の値と当該地区以外の値の差に関するｔ検定の結果。数値は得点差、* は有意水準 5％以
上、** は有意水準 1％以上。（　）は、当該地区の値が当該地区以外の平均値を下回る場合を示す。
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4地区の上郷地区内における相対的な特徴を示している。

（2）定住志向・満足度の規定要因
　定住志向は、「地域に住み続けたいと思っている」と
いう項目について、満足度は「地域に満足している」と
いう項目について、5 段階で回答を得た。
　定住志向について、「そうである」と「どちらかとい
うとそうである」を合わせた回答比率が最も高いのは宇
津野で 54％、次いで大滝 53％、松原 49％、杉山 46％で
あった。「そうである」とする回答だけをみると、大滝
が 40％と、宇津野の 32％を上回る。満足度について、

「そうである」と「どちらかいうとそうである」を合わ
せた回答比率は、宇津野 36％、松原 34％、大滝 33％、
杉山 32％であった。
　定住志向と満足度の 5 段階の得点を目的変数として、
評価項目別の得点を説明変数として、重回帰分析を行っ
た結果を表 -5 に示す。説明変数は、15 の評価項目につ
いて「現在」と「変化」の両方を投入した。評価項目が
多く、多重共線性の問題があるため、ステップワイズ法
により、多重共線性を避け、説明力の高い変数のみを抽
出している。また、地区や年齢のサンプル別に重回帰分
析を行い、属性による規定構造の違いをみた。この結果
を 3 点にまとめる。

　第 1 に、全サンプルについてみると、定住志向、満
足度ともに、説明力が高い変数は、「自然とのふれあい

（現在）」である。この「自然とのふれあい（現在）」は、
地区別、年齢別分析においても多くの属性において、説
明変数として抽出されている。
　第 2 に、地区別に定住志向の説明変数をみると、「自
然とのふれあい（現在）」以外で説明力の高い変数とし
て、大滝で「地域活動（現在）」、宇津野で「地域交通

（現在）」が抽出された。一方、松原では「生活環境（現
在）」、宇津野では「自然生態系（変化）」がマイナス符
号で説明力が高い。これらの評価項目は地区の自然度の
高さ、逆にいえば人間活動の停滞を意味し、このため、
定住志向と逆相関の関係になっているとも考えられる。
満足度については、杉山で「地域活動（現在）」、松原と
大滝で「アメニティ（現在）」の説明力が高いことが特
徴である。
　第 3 に、年齢別にみると、「自然とのふれあい（現在）」
以外の説明変数が年代によって異なる傾向が得られた。
40 歳代の定住志向あるいは満足度で「アメニティ（現
在）」、50 歳代の満足度で「福祉・安全（変化）」、60 歳
代の定住志向で「生活環境（現在）」の説明力が高いこ
と等である。これに対して、20 歳・30 歳代は、「自然と
のふれあい（現在）」の説明力が高いことが特徴である。

表 -5　定住志向あるいは満足度の規定要因

注）定住志向あるいは満足度を目的変数として、ステップワイズ法で重回帰分析を行った結果。各左列は各説明変数の標準化係数、各
右列の（　）内の値は調整済 R2。
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（3）住民ワークショップの結果
　住民ワークショップでは、各区長の発言が中心となっ
たが、司会進行役が指名をしながら、女性や青年層から
の質問を引き出した。主な意見は、回答者の属性等によ
る地域診断の相違に関すること、地域の状況を踏まえた
地域づくりへのニーズに関することであった。
　回答者の属性については、「年代によって地域診断の
結果が異なるのではないか」という点、「現在住んでい
る人は、現在の場所がよいと思って住んでいる。出て
行った人の意見を聞く必要がある」という意見が出され
た。また、大滝地区で、「今後の意向の回答が他地区よ
りも高いのは、若い世代が多いためではないか」とする
回答が得られた。
　地域づくりへのニーズでは、特に、杉山地区から、

「朝日町の中心地区までの子供の送迎が親の負担になっ
ている」という声があげられた。デマンドタクシーはあ
るが高齢者向けであり、学生の公共交通機関が整備され
ていないためである。また、同地区では、「戸数が半分
になると予想されるなかで、伝統的な祭りをどのように
継承していくか」という課題があげられた。

（4）検討結果から得られたこと
　小規模な地域を単位とした場合、環境、経済、社会面
のすべての持続可能性をフルセットで整備し、向上させ
なければいけないというものでもない。4 地区で連携し、
分担していくなかで、自らの地域の役割を定めていくこ
とも必要である。また、より広域的な連携を進める一方、
従来の地域という単位で何を守っていくかを定めること
も重要である。
　朝日町の調査対象地区についていえば、上郷地区内の
中心地である宇津野・松原地区で整備するもの、杉山、
大滝も含め、4 地区毎に整備するもの、朝日町の中心地
区に整備し、そこと連携していくもの等を整理し、その
方針を住民が共有していくことが必要である。
　中心となる宇津野地区にあった上郷小学校が 2003 年
に廃校になっている。廃校となった施設利用が十分にな
されていない点も含め、整備方向の検討を再活性化した
いところである。
　また、杉山地区は、地域を離れた子弟達が年１回集ま
るという地区の祭りが地域固有に継承すべきものとして
重要である。祭り継承のための工夫をさらに徹底すると
ともに、それを支援する町の施策が必要となろう。
　また、朝日町は鉄道駅がない町であり、県庁所在都市
である山形市へは自動車で 40 分程度の距離にあるもの
の、鉄道では左沢線を利用するために隣町までバス等で
アクセスする必要がある。このため、朝日町の中心地区
から鉄道駅までの公共バスを整備しているところであ

る。しかし、中心地区までのアクセス手段の確保が課題
であり、特に中心地区まで遠隔にある地区での公共交通
整備が検討課題となる。

３．まとめと考察

3.1　まとめ
　本研究の結論は、以下の通りである。
（1）本研究では、地域の持続可能性のチェックリストを

用いて、山形県朝日町の上郷地区内の 4 地区で地域
診断を行った。この結果を、レーダーチャートで表
すとともに、t 検定による地区の特性の分析を行い、
これらの方法による地域特性の導出が可能である
ことを明らかにした。特に、レーダーチャートの形
状を視覚的に判断するだけでなく、形状の特性等
を統計的にも検定可能なことを示した。

（2）4 地区の全体的な傾向として、「現在」と「変化」
において、「アメニティ」と「自然とのふれあい」、

「地域交通」の得点が他の評価項目に比べると高い
傾向にあるものの、全体として各評価項目の状況
は十分ではない、あるいは劣化していると認識さ
れている。これに対して、全ての評価項目で今後
の整備意向が強い。現在あるいは変化だけでなく、
今後の意向を直接質問することで、現状の評価と
今後の意向との乖離を明らかにすることができた。

（3）4 地区の相違では、上郷地区の外縁である 2 地区
の特徴が浮き彫りになった。すなわち、朝日町全
体の中心に近い地区（大滝）に比べ、朝日町全体
の中心地区との遠隔性が強い地区（杉山）では、
評価項目の得点が低く、相対的に定住志向や満足
度が低い。中心地区との遠隔性が地域特性を規定
している可能性があり、住民ワークショップで中
心地区への公共交通の整備に関する要望があげら
れたことは重要な点である。杉山地区は、祭りが
活発な地区でもあり、文化・伝統の側面の得点が
高いという他地区にない特長を持つ。

（4）地域への定住志向や地域の満足度を規定する要因
は、地区や住民属性によってやや異なるが、自然
とのふれあいの説明力が高い。自然とのふれあい
に関する地域評価が定住志向等を規定することは、
高齢層だけでなく、20・30 歳代でも同様である。
住民ワークショップでの意見があったように、現在
の居住者は現在の地区の長所を肯定的に捉えてお
り、その長所が自然とのふれあいであるといえる。

（5）	（1）～（4）に示したように、地域の持続可能性の
チェックリストによる地域診断の結果及びそれを
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もとにした住民ワークショップにより、4 地区の
長所や短所について、重要と考えられる情報を得
ることができた。地域の持続可能性のチェックリ
ストは、集落による現在の課題や今後のあり方を
検討するうえで有用なツールとなることが検証さ
れた。

3.2　今後の課題
　ワークショップで指摘された地域住民の属性による地
域診断結果の相違については、評価項目別の得点を目的
変数にして、地区と基本属性を説明変数として、重回帰
分析を行うと、基本属性よりも、地区による相違の方が
説明力が高いという傾向が得られる。
　つまり、基本属性による地域診断結果の相違がないわ
けでないが、地区毎の特徴が存在する。例えば、大滝地
区で今後の意向の回答が強いことは、同地区で、単純に
若年層が多いということでなく、そうした地区の特性が

あるためか、あるいは将来意向が強い特性を持つ住民が
その地区に居住しているためと解釈することができそう
である。この点については、統計的に有意な結果が得ら
れたものではないため、詳細を記載しない。さらに検討
が必要である。
　また、地域からの流出者や交流者等による地域診断や
ワークショップを実施することも重要である。
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注
１）	「地域の持続可能性」に関する指標を具体化するにあたり、6 つの評価領域を大分類とし、さらに 15 の中分類を設定した。6 つの

評価領域は、環境、経済、社会という持続可能性に関する従来の 3 領域に、環境×経済、経済×社会、社会×環境の 3 つの境界領
域を追加し、6 つの領域としたものである。さらに、6 つの領域を細分化し、独自に 15 の評価項目を設定した。この 15 の評価項
目と 3 つの持続可能性に係る規範を組み合わせた 75 のチェックリストを設定した。3 つの規範とは、持続可能性の尺度を抽出す
るうえでの視点に相当するもので、持続可能性に関する既往研究の整理を踏まえて設定したものである。3 つの規範は、「他者へ
の配慮」、「多様なリスクへの備え」、「主体の活力」である。設定した 75 のチェックリストについて、WEB モニターアンケート調
査を実施し、評価項目に対する尺度の妥当性を統計的に検証し、評価項目を計測するために有効なチェックリストを 45 項目に絞
りこんだ。
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